
 

 

 

 

 

池田市地域防災計画（令和８年度修正案） 
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Ｒ８．１１ 

池田市防災会議 

 

資 料 ２ 



新 旧 対 照 表（１／５３） 

 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第１編 総 則  第１節 目的等 

２ 南海トラフ地震防災対策推進計画の位置付け 

  （略） 

本市の計画においては、津波のおそれがないため、②以外を「第２編 災害予防 

計画」及び「第３編 自然災害応急対策」に含め定めることとする。 

第１編 総 則  第１節 目的等 

２ 南海トラフ地震防災対策推進計画の位置付け 

  （略） 

本市の計画においては、津波のおそれがないため、②以外を「第２編 災害予防 

計画」及び「第３編 自然災害応急対策」に含め定めるほか、付編「南海トラフ地 

震防災対策推進計画」として定める。 

③本文Ｐ１ 

付編「南海トラフ地震防災対

策推進計画」の追加に伴う記

述の修正 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (2) 総合政策部 

   （新規追加） 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (2) 総合政策部 

  ㉗ 災害時における職員の服務、厚生等に関すること 

  ㉘ 職員参集状況の把握に関すること 

④本文Ｐ５ 

Ｒ８春の組織改編に伴う修正 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (3) 総務部 

（略） 

  ⑦ 災害時における職員の服務、厚生等に関すること 

  ⑧ 職員参集状況の把握に関すること 

  ⑨ 罹災証明の発行に関すること 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (3) 総務部 

（略） 

  ⑦ 罹災証明の発行に関すること 

④本文Ｐ５ 

Ｒ８春の組織改編に伴う修正 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (4) 市民活動部 

   （略） 

   （新規追加） 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (4) 市民活動部 

   （略） 

⑧ 環境衛生対策に関すること 

  ⑨ 公共環境保全に関すること 

  ⑩ 有害物質保有施設の管理及び指導に関すること 

  ⑪ 防疫に関すること 

  ⑫ ごみ、し尿、廃棄物の処理に関すること 

④本文Ｐ５ 

Ｒ８春の組織改編に伴う修正 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (5) 福祉部 

   （略） 

   （新規追加） 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (5) 健康福祉部 

   （略） 

⑩ 医療救護活動に関すること 

  ⑪ 避難所の保健指導に関すること 

⑫ 新型コロナウイルス感染症に関すること  

④本文Ｐ５～６ 

Ｒ８春の組織改編に伴う修正 



新 旧 対 照 表（２／５３） 

 

  

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (6) 子ども・健康部 

  ① 保育施設等の被害調査及び応急対策に関すること 

  ② 園児の避難に関すること 

  ③ 園児の就学援助に関すること 

  ④ 園児の救護及び生活指導、動態把握に関すること 

  ⑤ 医療救護活動に関すること 

  ⑥ 避難所の保健指導に関すること 

⑦ 新型コロナウイルス感染症に関すること  

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (6) こども未来部 

  ① 保育施設等の被害調査及び応急対策に関すること 

  ② 園児の避難に関すること 

  ③ 園児の就学援助に関すること 

  ④ 園児の救護及び生活指導、動態把握に関すること  

④本文Ｐ６ 

Ｒ８春の組織改編に伴う修正 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (7) まちづくり環境部 

① 市街地の不燃化に関すること 

  ② 住宅の応急修理に関すること 

  ③ 被災市営住宅の応急対策、復旧計画に関すること 

  ④ 応急仮設住宅に関すること 

  ⑤ 環境衛生対策に関すること 

  ⑥ 公共環境保全に関すること 

  ⑦ 有害物質保有施設の管理及び指導に関すること 

  ⑧ 防疫に関すること 

  ⑨ ごみ、し尿、廃棄物の処理に関すること  

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

  （項目削除）  

④本文Ｐ６ 

Ｒ８春の組織改編に伴う修正 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (8) 都市整備部 

   （略） 

   （追加） 

 

 

  ⑤ 道路（避難路、市指定緊急交通路等）の整備に関すること 

第１編 総 則  第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 池田市 

 (7) 都市整備部 

⑤ 市街地の不燃化に関すること 

  ⑥ 住宅の応急修理に関すること 

  ⑦ 被災市営住宅の応急対策、復旧計画に関すること 

  ⑧ 応急仮設住宅に関すること 

  ⑨ 道路（避難路、市指定緊急交通路等）の整備に関すること 

（略、以降の項目番号を順次繰り下げ） 

④本文Ｐ６ 

Ｒ８春の組織改編に伴う修正 



新 旧 対 照 表（３／５３） 

 

  

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第２編 災害予防計画  第１章 災害に強いまちづくり 

第１節 都市防災化計画 

 （略） 

 さらに、「災害危険度判定調査」の結果を踏まえ、「防災都市づくり計画」の策定に 

努める。なお、既存建築物の耐震化については、「住宅建築物耐震10 ヵ年戦略・大 

阪( 建築物の耐震改修の促進に関する法律による耐震改修推進計画)」と連携を図る 

とともに、「第２期池田市住宅・建築物耐震改修促進計画」に基づき促進する。 

第２編 災害予防計画  第１章 災害に強いまちづくり 

第１節 都市防災化計画 

 （略） 

 さらに、「災害危険度判定調査」の結果を踏まえ、「防災都市づくり計画」の策定に 

努める。なお、既存建築物の耐震化については、「新 住宅建築物耐震10 ヵ年戦略・

大阪( 建築物の耐震改修の促進に関する法律による耐震改修推進計画)」と連携を図

るとともに、「第３期池田市住宅・建築物耐震改修促進計画」に基づき促進する。 

①本文Ｐ１６ 

府計画及び市計画の更新に伴

う修正 

第２編 災害予防計画  第１章 災害に強いまちづくり 

第１節 都市防災化計画 

５ 建築物の耐震・不燃化 

 (1) 既存建築物の耐震化の推進 

  ア 公共建築物 

    昭和56 年の新耐震基準（建築基準法）施行以前に建てられた建築物を重点 

に、「第２期池田市住宅・建築物耐震改修促進計画」に基づき耐震診断及び必 

要な耐震改修の促進を図る。 

   （以下略） 

第２編 災害予防計画  第１章 災害に強いまちづくり 

第１節 都市防災化計画 

５ 建築物の耐震・不燃化 

 (1) 既存建築物の耐震化の推進 

  ア 公共建築物 

    昭和56 年の新耐震基準（建築基準法）施行以前に建てられた建築物を重点 

に、「第３期池田市住宅・建築物耐震改修促進計画」に基づき耐震診断及び必 

要な耐震改修の促進を図る。 

   （以下略） 

①本文Ｐ１６ 

市計画の更新に伴う修正 

第２編 災害予防計画 第２章 防災体制の整備 第１節 組織体制の整備 

12 自治体被災による行政機能の低下等への対策 

（新規追加） 

第２編 災害予防計画 第２章 防災体制の整備 第１節 組織体制の整備  

12 自治体被災による行政機能の低下等への対策 

（４）現在、池田市消防本部及び消防署は、雨水出水浸水想定区域に立地しているた 

め、消防機能を維持する観点から、庁舎の移転整備を進めていく。 

④本文Ｐ３８ 

現在の市の施策を反映 

第２編 災害予防計画 第２章 防災体制の整備 第８節 緊急物資確保体制の整備 

２ 救援物資の確保 

（１）市 

  ア 重要物資の備蓄 

    （中略） 

 【粉ミルク】 

  避難所避難者数× 1.6％（0 ～１歳人口比率）× 70％（人口授乳率） 

 ×130g ／人／日（南海トラフ想定の場合は３日を乗じる） 

 【液体ミルク】 

  避難所避難者数× 1.6％（0 ～１歳人口比率）× 70％（人口授乳率） 

 ×１リットル／人／日（南海トラフ想定の場合は３日を乗じる） 

 ○ 哺乳瓶：避難所避難者数× 1.6％（0 ～１歳人口比率）× 70％（人口授 

乳率）×１本（注）／人（５回／人／日） 

（以下略） 

第２編 災害予防計画 第２章 防災体制の整備 第８節 緊急物資確保体制の整備 

２ 救援物資の確保 

（１）市 

  ア 重要物資の備蓄 

    （中略） 

     【粉ミルク】 

  避難所避難者数× 1.6％（0 ～１歳人口比率）× 70％（人工授乳率） 

     ×130g ／人／日（南海トラフ想定の場合は３日を乗じる） 

     【液体ミルク】 

      避難所避難者数× 1.6％（0 ～１歳人口比率）× 70％（人工授乳率） 

     ×１リットル／人／日（南海トラフ想定の場合は３日を乗じる） 

   ○ 哺乳瓶：避難所避難者数× 1.6％（0 ～１歳人口比率）× 70％（人工授 

乳率）×１本（注）／人（５回／人／日） 

（以下略） 

④本文Ｐ５４ 

誤植の修正 



新 旧 対 照 表（４／５３） 

 

  

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第２編 災害予防計画 第２章 防災体制の整備 第８節 緊急物資確保体制の整備 

２ 救援物資の確保 

（１）市 

  イ その他の物資の確保 

    （中略） 

   ○ 炊事道具、食器類（鍋、炊飯用具等） 

第２編 災害予防計画 第２章 防災体制の整備 第８節 緊急物資確保体制の整備 

２ 救援物資の確保 

（１）市 

  イ その他の物資の確保 

    （中略） 

○ 炊事道具、食器類（鍋、炊出しセット等、炊飯等に必要な資機材等） 

②本文Ｐ５５ 

市計画（Ｒ７修正）に対する

府からの参考意見を反映 

（府施策の反映） 

第２編 災害予防計画 第２章 防災体制の整備 第８節 緊急物資確保体制の整備 

２ 救援物資の確保 

（１）市 

  ウ 備蓄・供給体制の整備 

    （中略） 

また、避難所のニーズや物資の発注・到着状況などの物資に関する情報を一 

元的に管理し、国・府・市において共有することで、迅速かつ効率的な物資配 

送を実現するため、「物資調達・輸送調整等支援システム」を活用する。 

第２編 災害予防計画 第２章 防災体制の整備 第８節 緊急物資確保体制の整備 

２ 救援物資の確保 

（１）市 

  ウ 備蓄・供給体制の整備 

    （中略） 

また、避難所のニーズや物資の発注・到着状況などの物資に関する情報を一 

元的に管理し、国・府・市において共有することで、迅速かつ効率的な物資配 

送を実現するため、「新物資システム(B-PLo)」を活用する。 

①本文Ｐ５６ 

 新物資システム(B-PLo)の導

入(R7.4)に伴う修正 

 【パブリックコメントを受

けた修正】 

第２編 災害予防計画 第３章 地域防災力の向上 第１節 防災意識の高揚 

５ 津波災害の予防に向けて 

本市は、「南海トラフ巨大地震による被害想定（平成25 年度 大阪府）」では南 

海トラフ巨大地震による津波被害は想定されていない。一方で、住民が市外で津波 

被害に遭う可能性があることから、以下のような津波に対する知識の普及・啓発に 

努め、津波から「逃げる」ための対策に取り組む。 

第２編 災害予防計画 第３章 地域防災力の向上 第１節 防災意識の高揚 

５ 津波災害の予防に向けて 

本市は、「南海トラフ巨大地震による被害想定（平成25 年度 大阪府）」では南 

海トラフ巨大地震による津波被害は想定されていない。一方で、住民が市外で津波 

被害に遭う可能性があることから、以下のような津波に対する知識の普及・啓発に 

努め、津波から「逃げる」ための対策に取り組む。この際、津波に関する防災教 

育、訓練、津波からの避難の確保等を効果的に実施するため、津波対策にデジタル 

技術を活用するよう努める。 

②本文Ｐ７３ 

市計画（Ｒ７修正）に対する

府からの参考意見を反映 

（府施策の反映） 



新 旧 対 照 表（５／５３） 

 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第３編 自然災害応急対策 第１節 組織計画 

４ 災害対策本部の組織と活動 

（７）災害対策本部組織図（初動期） 

 

 

第３編 自然災害応急対策 第１節 組織計画 

４ 災害対策本部の組織と活動 

（７）災害対策本部組織図（初動期） 

 

 

④本文Ｐ８４ 

市の組織改編を反映 



新 旧 対 照 表（６／５３） 

 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第３編 自然災害応急対策 第４節 災害情報収集伝達・警戒活動 

２ 大阪管区気象台が発表する気象予警報 

（１）気象注意報・警報・特別警報 

大阪管区気象台は、気象現象等により災害発生のおそれがある場合は、気象業 

務法に基づき注意報、警報、特別警報等を発表し注意を喚起し、警戒を促す。そ 

の際、災害の危険度が高まる地域を示す等、早期より警戒を呼びかける情報や、 

危険度やその切迫度を伝えるキキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）情 

報、線状降水帯に関する情報等を分かりやすく提供することで、気象特別警報、 

警報及び注意報を適切に補足する。 

  ア 注意報 

    気象現象等により府域に被害が予想される場合、住民及び関係機関の注意を 

喚起するために発表する。 

 

 

 

 

  イ 警 報 

    気象現象等により府域に重大な災害が予想される場合、住民及び関係機関の

警戒を促すために発表する。 

 

 

   （新規追記）  

 

 

 

 

  ウ 特別警報 

    地震、津波、大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪及び大雪の気象現象等によっ

て尋常でない災害が予想される場合、住民及び関係機関の最大限の警戒を促す

ために市町村ごとに特別警報を発表する。 

 

 

  エ 地震情報 

    （略） 

  オ 緊急地震速報 

    （略） 

第３編 自然災害応急対策 第４節 災害情報収集伝達・警戒活動 

２ 大阪管区気象台が発表する気象予警報 

（１）気象注意報・警報・危険警報・特別警報 

大阪管区気象台は、気象現象等により災害発生のおそれがある場合は、気象業 

務法に基づき注意報、警報、危険警報、特別警報等を発表し注意を喚起し、警戒

を促す。その際、災害の危険度が高まる地域を示す等、早期より警戒を呼びかけ

る情報や、危険度やその切迫度を伝えるキキクル（大雨警報・洪水警報の危険度

分布）情報、線状降水帯に関する情報等を分かりやすく提供することで、気象特

別警報、危険警報、警報及び注意報を適切に補足する。 

  ア 注意報 

    災害が起こるおそれのあるときに注意を呼びかけて行う予報であり、以下の

17 種類がある。 

    【レベル２氾濫注意報、レベル２大雨注意報、レベル２土砂災害注意報、レ

ベル２高潮注意報、大雪注意報、強風注意報、風雪注意報、波浪注意報、雷

注意報、濃霧注意報、乾燥注意報、なだれ注意報、着氷注意報、着雪注意

報、融雪注意報、霜注意報、低温注意報】 

  イ 警 報 

    重大な災害が起こる恐れのあるときに警戒を呼びかけて行う予報であり、以

下の８種類がある。 

    【レベル３氾濫警報、レベル３大雨警報、レベル３土砂災害警報、レベル３

高潮警報、大雪警報、暴風警報、暴風雪警報、波浪警報】 

ウ 危険警報 

    重大な災害が起こる恐れが大きい危険な状況である旨を警告して行う予報で

あり、以下の４種類がある。 

    【レベル４氾濫危険警報、レベル４大雨危険警報、レベル４土砂災害危険警

報、レベル４高潮危険警報】 

  エ 特別警報 

    予想される現象が特に異常であるため重大な災害の起こる恐れが著しく大き

い旨を警告して行う予報であり、以下の８種類がある。 

    【レベル５氾濫特別警報、レベル５大雨特別警報、レベル５土砂災害危険警

報、レベル５高潮特別警報、大雪特別警報、暴風特別警報、暴風雪特別警

報、波浪特別警報】 

  オ 地震情報 

    （略） 

  カ 緊急地震速報 

    （略） 

①本文Ｐ８７ 

防災気象情報の改正に伴う

修正 

 【パブリックコメントを受

けた修正】 



新 旧 対 照 表（７／５３） 

 

  

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第３編 自然災害応急対策 第４節 災害情報収集伝達・警戒活動 

２ 大阪管区気象台及び近畿地方整備局が共同で発表する洪水予報 

 【猪名川の洪水予報の種類】 

    

 

 

第３編 自然災害応急対策 第４節 災害情報収集伝達・警戒活動 

２ 大阪管区気象台及び近畿地方整備局が共同で発表する洪水予報 

  【猪名川の洪水予報の種類】 

    

 

①本文Ｐ８９ 

防災気象情報の改正に伴う

修正（記載内容の更新） 

 【パブリックコメントを受

けた修正】 



新 旧 対 照 表（８／５３） 

 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第３編 自然災害応急対策 第４節 災害情報収集伝達・警戒活動 

５ 大阪管区気象台及び大阪府が共同で発表する土砂災害警戒情報 

  府及び大阪管区気象台は大雨警報（土砂災害）発表中に、命に危険を及ぼす土砂

災害がいつ発生してもおかしくない状況となったときに、市町村長の避難指示や住

民の自主避難の判断を支援するため、対象となる市町村を特定して警戒を呼びかけ

る土砂災害警戒情報を共同発表する。市は、土砂災害警戒情報に基づき避難指示等

の発令等必要な措置を講じる。 

   

第３編 自然災害応急対策 第４節 災害情報収集伝達・警戒活動 

５ 大阪管区気象台及び大阪府が共同で発表する土砂災害警戒情報 

 

  （ 記述内容削除 ） 

 

以降の項目番号は繰り上げ 

 

 

①旧本文Ｐ９３ 

防災気象情報の改正に伴う

修正（土砂災害警戒情報はレ

ベル４土砂災害危険警報に一

本化） 

 【パブリックコメントを受

けた修正】 



新 旧 対 照 表（９／５３） 

 

  

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第３編 自然災害応急対策 第４節 災害情報収集伝達・警戒活動 

８ 土砂災害警戒活動 

（１）警戒活動の基準 

 ア 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

   ① 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

    ○ 第１次警戒体制 

      予測雨量で、土砂災害発生基準を超過時 

      【警戒活動】 

（略） 

      ・ 住民等に避難の準備を行うよう広報を行う。 

 

    ○ 第２次警戒態勢 

      土砂災害警戒情報を発表時 

      （略） 

  イ 土砂災害警戒情報の留意点 

 

    土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度を、土壌雨量指数等 

に基づいて判定し発表するもので、個々の急傾斜地等における植生・地質・風

化の程度等の特性や地下水の流動等を直接的に反映したものではない。したが

って、土砂災害警戒情報の利用にあたっては、個別の災害発生箇所・時間・規

模等を特定するものではない。 

 

    また、土砂災害警戒情報の発表対象とする土砂災害は、技術的に予知・予測

が可能である表層崩壊等による土砂災害のうち土石流や同時多発的ながけ崩れ

とし、技術的に予知・予測が困難である斜面の深層崩壊、山体崩壊、地すべり

等については対象としない。 

    土砂災害警戒情報に加え、大雨特別警報（土砂災害）が発表されているとき

は、避難指示等の対象地区の範囲が十分であるかどうか等、既に実施済みの措

置の内容を再度確認し、その結果、必要に応じて避難指示の対象地域の拡大等

の更なる措置を検討する必要がある。 

 

第３編 自然災害応急対策 第４節 災害情報収集伝達・警戒活動 

７ 土砂災害警戒活動 

（１）警戒活動の基準 

  ア 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

   ① 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

    ○ 第１次警戒体制 

      レベル３土砂災害警報発表時 

      【警戒活動】 

（略） 

      ・ 住民等に避難の準備、もしくは高齢者等避難を行うよう広報を行 

う。 

    ○ 第２次警戒態勢 

      レベル４土砂災害危険警報発表時 

      （略） 

  イ レベル４土砂災害危険警報、レベル３土砂災害警報及びレベル２土砂災害注 

意報の留意点 

    レベル４土砂災害危険警報、レベル３土砂災害警報及びレベル２土砂災害注

意報は、大雨による土砂災害発生の危険度を、土壌雨量指数等に基づいて判定

し発表するもので、個々の急傾斜地等における植生・地質・風化の程度等の特

性や地下水の流動等を直接的に反映したものではない。したがって、本情報の

利用にあたっては、個別の災害発生箇所・時間・規模等を特定するものではな

い。 

    また、本情報の発表対象とする土砂災害は、技術的に予知・予測が可能であ

る表層崩壊等による土砂災害のうち土石流や同時多発的ながけ崩れとし、技術

的に予知・予測が困難である斜面の深層崩壊、山体崩壊、地すべり等について

は対象としない。 

    レベル４土砂災害危険警報及びレベル３土砂災害警報が発表されているとき

は、避難指示等の対象地区の範囲が十分であるかどうか等、既に実施済みの措

置の内容を再度確認し、その結果、必要に応じて避難指示の対象地域の拡大等

の更なる措置を検討する必要がある。 

①本文Ｐ９３～９４ 

防災気象情報の改正に伴う

修正（土砂災害警戒情報はレ

ベル４土砂災害危険警報に一

本化） 

 【パブリックコメントを受

けた修正】 



新 旧 対 照 表（１０／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第３編 自然災害応急対策 第４節 災害情報収集伝達・警戒活動 

12 通信手段の確保 

【情報収集伝達経路】 

 

 

第３編 自然災害応急対策 第４節 災害情報収集伝達・警戒活動 

12 通信手段の確保 

【情報収集伝達経路】 

 

 

④本文Ｐ９８ 

市の組織改編を反映 



新 旧 対 照 表（１１／５３） 

  

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第３編 自然災害応急対策 第９節 医療救護活動 

５ 医療機関 

 (1) 災害拠点病院 

  イ 基幹災害拠点病院 

   【基幹災害拠点病院】 

     

第３編 自然災害応急対策 第９節 医療救護活動 

５ 医療機関 

 (1) 災害拠点病院 

  イ 基幹災害拠点病院 

   【基幹災害拠点病院】 

     

④本文Ｐ１１２ 

経年変化に伴う更新 

第３編 自然災害応急対策 第９節 医療救護活動 

５ 医療機関 

 (2) 特定診療災害医療センター 

   【特定診療災害医療センター】 

    

 

第３編 自然災害応急対策 第９節 医療救護活動 

５ 医療機関 

 (2) 特定診療災害医療センター 

   【特定診療災害医療センター】 

     

④本文Ｐ１１３ 

経年変化に伴う更新 

第３編 自然災害応急対策 第９節 医療救護活動 

５ 医療機関 

 (3) 池田市災害医療センター 

  （新規追加） 

 

 

 

第３編 自然災害応急対策 第９節 医療救護活動 

５ 医療機関 

 (3) 池田市災害医療センター 

   【災害医療協力病院】 

    

 

④本文Ｐ１１３ 

府計画の反映 



新 旧 対 照 表（１２／５３） 

 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第３編 自然災害応急対策 第10節 避難誘導 

３ 避難情報と居住者等がとるべき行動等 

 

第３編 自然災害応急対策 第10節 避難誘導 

３ 避難情報と居住者等がとるべき行動等 

 

①本文Ｐ１１６ 

内閣府ガイドラインの更新に

伴う修正 

第３編 自然災害応急対策 第12節 交通規制・緊急輸送活動 

５ 航空輸送 

（３） 航空運用調整 

 イ 府の航空運用調整班は、災害応急対策に従事する航空機の安全確保を図るた 

め、必要に応じて、国土交通省に対して緊急用務空域の指定を依頼するものとす 

る。また、同空域が指定された際には、指定公共機関、報道機関等からの無人航 

空機の飛行許可申請に係る調整を行うものとする。 

 

第３編 自然災害応急対策 第12節 交通規制・緊急輸送活動 

５ 航空輸送 

（３） 航空運用調整 

 イ 府の航空運用調整班は、輻輳する航空機の安全確保及び航空機による災害応急 

対策活動の円滑化を図るため、必要に応じて、国土交通省に対して飛行自粛の要 

請を行うほか、緊急用務空域の指定を依頼し、同空域が指定された際には、指定 

公共機関、報道機関等からの無人航空機の飛行許可申請に係る調整を行う。 

②本文Ｐ１２２ 

市計画（Ｒ７修正）に対する

府からの参考意見を反映 

（府施策の反映） 



新 旧 対 照 表（１３／５３） 

 

  

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第３編 自然災害応急対策 第13節 交通の維持復旧 

３ 交通の機能確保 

（２）各施設管理者に於ける復旧 

 イ 道路施設 

  ○ 被災状況、緊急性、復旧の難易度などを考慮し、緊急交通路を優先して応急 

復旧を行うとともに、順次その他の道路の応急復旧を行う。なお、橋梁など復 

旧に時間を要する箇所を含む道路は、代替道路の確保に努める。 

    自動車専用道路は、速やかに復旧させるよう部分開通するための段階的な応 

急復旧を行う。 

  ○ 被害状況によっては、他の道路管理者からの応援を受ける。 

      （以下略） 

第３編 自然災害応急対策 第13節 交通の維持復旧 

３ 交通の機能確保 

（２）各施設管理者に於ける復旧 

 イ 道路施設 

  ○ 被災状況、緊急性、復旧の難易度などを考慮し、緊急交通路を優先して応急 

復旧を行うとともに、順次その他の道路の応急復旧を行う。なお、橋梁など復 

旧に時間を要する箇所を含む道路は、代替道路の確保に努める。 

    自動車専用道路は、速やかに復旧させるよう部分開通するための段階的な応 

急復旧を行う。 

  ○ 被害状況によっては、他の道路管理者からの応援を受ける。 

〇 復旧活動等に支障を及ぼす道路渋滞情報を把握した場合、近畿地方整備局や 

府、府警察、高速道路会社ほか府内関係市町村で組織した協議会において情報 

共有を行う。 

    また、迂回誘導等の対策検討や情報提供手段等の確認を行い、必要に応じた 

対策を講じる。 

   （以下略） 

②本文Ｐ１２４ 

市計画（Ｒ７修正）に対する

府からの参考意見を反映 

（府施策の反映） 

第３編 自然災害応急対策 

第20節 緊急物資の供給 

  府及び市は、被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水、燃料及び毛布等生

活必需品 等を効率的に 調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行うものと

し、関係機関は、その備蓄する物資・資機材の供給や物資の調達・輸送に関し、物

資調達・輸送調整等支援システムを活用し情報共有を図り、相互に協力するよう努

める。 

  （略） 

第３編 自然災害応急対策 

第20節 緊急物資の供給 

  府及び市は、被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水、燃料及び毛布等生

活必需品 等を効率的に 調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行うものと

し、関係機関は、その備蓄する物資・資機材の供給や物資の調達・輸送に関し、新

物資システム（B-PLo）を活用し情報共有を図り、相互に協力するよう努める。 

  （略） 

①本文Ｐ１３４ 

 新物資システム(B-PLo)の導

入(R7.4)に伴う修正 

 【パブリックコメントを受

けた修正】 



新 旧 対 照 表（１４／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第４編 事故災害応急対策 

（新規追加） 

第１節 大規模火災応急対策 

第２節 中高層建築物災害応急対策 

第３節 危険物等災害応急対策 

第４節 航空機災害応急対策 

第５節 その他災害応急対策 

第４編 事故災害応急対策 

第１節 原子力災害応急対策（広域避難の受入れ） 

１ 関西圏における広域避難の受入れ 

  福井県嶺南地域に立地する原子力施設において万一事故等が発生し、広域避難が 

必要となった場合、関西圏域全体で被災住民の受入れを行う。関西圏域全体で被災 

住民の受入体制を整備するに当たり、関西広域連合ではカウンターパートを設定し 

ている。府は、カウンターパートである滋賀県が、滋賀県地域防災計画（原子力災 

害対策編）でＵＰＺと定める長浜市及び高島市（以下「関係周辺市」という。）の 

住民の広域避難を受入れる。 

  なお、事故災害時には国の避難指示において避難区域が定められ、府は関係周辺 

市内の当該区域住民の広域避難を受入れる。 

 

２ 府の広域避難の受入れ 

（１）滋賀県からの要請 

   滋賀県は、緊急時に県内での避難が困難と判断した場合には、災害の状況や緊 

急時モニタリング結果等について総合的に判断し、関西方面に避難する必要があ 

ると判断した場合、府に対して避難の受入れを要請する。 

（２）府の受入れ 

   滋賀県から広域避難の受入れの要請があったときは、府内各市町村は、下表の 

とおり受け入れる。なお、放射性物質の放出後においては、原則避難元自治体が 

実施する避難退域時検査及び簡易除染を完了した住民を受け入れる。 

（つづく） 

③本文Ｐ１５５ 

未記述事項の追加 

（原子力災害時の広域避難の

受入れ） 



新 旧 対 照 表（１５／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第４編 事故災害応急対策 

（新規追加） 

第１節 大規模火災応急対策 

第２節 中高層建築物災害応急対策 

第３節 危険物等災害応急対策 

第４節 航空機災害応急対策 

第５節 その他災害応急対策 

（つづき） 

 

３ 市の広域避難の受入れ 

（１）府の割当てに基づき、市は避難者を受入れる。なお、「原子力災害に係る滋賀 

県広域避難計画」（令和7 年3 月）に示す池田市への避難計画は以下のとおり。 

 ア 避難元及び人口 

 （ア）計画上の数値であり、当時の状況によって数値の変動が大きいことに留意す 

る。 

 （イ） 滋賀県高島市マキノ町（旧マキノ小学校区） 411 名 

 （ウ） 内 訳  山 中 区： 70 名  下  区： 93 名  浦  区： 35 名 

          小荒路区：160 名  野 口 区： 53 名 

 イ 県外避難先 

 （ア） 拠点避難所 池田市豊島野公園（天神1-7-1） 

 （イ） 拠点避難所から各避難所へは避難先市町村が移送する。 

（２）市は、広域避難に関する調整を受けた場合、職員の勤務体制を適切に変更する 

とともに、対応窓口を総合政策部危機管理課に一本化して対応する。 

 なお、受入れにあたり準備する事項は以下のとおり。 

 ア 避難要領の詳細な把握（各避難単位毎の出発時刻、移動経路、到着予定時刻、 

使用車種・         （つづく） 

１４／５３に同じ 

本文Ｐ１５６ 



新 旧 対 照 表（１６／５３） 

 

 

  

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

第４編 事故災害応急対策 

（新規追加） 

第１節 大規模火災応急対策 

第２節 中高層建築物災害応急対策 

第３節 危険物等災害応急対策 

第４節 航空機災害応急対策 

第５節 その他災害応急対策 

（つづき） 

   車両数、人員数、性別、年齢、要配慮その他の考慮事項の有無） 

イ 拠点避難所（豊島野公園）の受入れ態勢の準備（隣接する池田市民文化会館

（アゼリアホール）内及び同駐車場の準備を含む。） 

 ウ 各避難所への配分計画の検討 

   要配慮者を考慮しつつ、世帯単位の配分を基本として検討する。 

   この際、受入れに並行して自然災害等が発生した場合に備え、各避難所の収容 

能力の半分程度を配分数の目安とする。 

 エ 拠点避難所から各避難所への移送計画の策定 

   各避難所の配分計画を基礎として、移送計画を策定する。 

   この際、運送事業者との人員輸送に係る協定を活用するとともに、避難所への 

移送路の状況に応じ、移送用車両の選定を適切に行う。 

（３）前項のほか、各避難所の開設・運営に関する事項は、「第３編 自然災害応急 

対策」「第19 節 指定避難所等の開設・運営」等に示すところによるほか、当 

該広域避難が長期に及ぶことを予期し、避難者の健康及び生活再建支援を着実に 

実施する。 

 

第２節 大規模火災応急対策 

（以下略 、以降順次「節」番号を繰り下げ） 

 

１４／５３に同じ 

本文Ｐ１５７ 

第４編 事故災害応急対策 第２節 大規模火災応急対策 

３ 他の消防機関による応援体制 

 (1) 法令に基づく協定等による応援体制 

 ク 中国縦貫自動車道路、茨木市、宝塚インターチェンジ間消防相互に関する協定 

 ケ 新名神高速道路（高槻市～川西市）消防相互応援協定  

第４編 事故災害応急対策 第２節 大規模火災応急対策 

３ 他の消防機関による応援体制 

 (1) 法令に基づく協定等による応援体制 

 ク 中国縦貫自動車道路、茨木市、宝塚インターチェンジ間消防相互に関する協定 

  （同） 

 ケ 新名神高速道路（高槻市～川西市）消防相互応援協定（同） 

④本文Ｐ１５８ 

脱字の修正 



新 旧 対 照 表（１７／５３） 

 

   

付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対応（削除） 

 

付編２ 南海トラフ地震に関する臨時情報発表時の対応（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（新規作成） 

付編 南海トラフ地震防災対策推進計画 

１ 推進計画の目的 

  この計画は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平 

成14 年法律第92 号。以下「法」という。）第５条第２項の規定に基づき、南海ト 

ラフ地震防災対策推進地域について、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事 

項、南海トラフ地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項 

等を定め、当該地域における地震防災対策の推進を図ることを目的とする。 

２ 推進地域 

  本市は、法第３条第１項の規定に基づき推進地域に指定されている。（令和7 年 

7 月2 日内閣府告示第107 号） 

３ 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業務の大綱 

  本市域に係る地震防災に関し、本市域内の公共的団体その他防災上重要な施設の 

管理者（以下「防災関係機関」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱は、「第 

１編 総則」「 第４節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱」 

に定めるところによる。 

４ 地震防災上緊急に整備すべき施設等に関する事項 

  「第2 編 災害予防計画」「第１章 災害に強いまちづくり」及び「第２章 防 

災体制の整備」に定めるところによる。 

５ 南海トラフ地震臨時情報発表時の防災対応 

 (1) 南海トラフ地震臨時情報について 

   気象庁は、南海トラフの想定震源域及びその周辺で速報的に解析されたＭ 6.8  

以上の地震が発生、またはプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等を 

観測した場合、大規模地震発生との関連性について調査を開始する「南海トラフ 

地震臨時情報（調査中）」を発表する。（これらの地震又は現象が発生した後に発 

生する可能性が平時に比べて相対的に高まったと評価された南海トラフ地震を以 

下「後発地震」という。） 

   また、気象庁に設置した「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」におけ 

る評価を踏まえ、以下の情報を発表する。 

  ア 南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭ 8.0 以上の地震が発生 

したと評価された場合、後発地震の発生の可能性が相対的に高まっている旨を 

示す「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」を発表 

  イ 南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭ 7.0 以上Ｍ 8.0 未満又 

はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側 50 ｋｍ程度までの範囲でＭ  

7.0 以上の地震（ただし、プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除 

く。）が発生し、又は、南海トラフ沿いの 

 

（つづく） 

③本文Ｐ１７８ 

記述内容の不足事項を補完 

 

・南海トラフ地震に係る地震

防災対策の推進に関する特別

措置法（平成１４年法律第92

号）に基づき、本市は「推進

地域」に指定されており、こ

れにより「推進計画」の作成

が義務付けられている。 

（推進計画作成の必要性、 

付編２の記述内容の充実） 

 

・Ｈ２９から「南海トラフ地

震に関する情報」の運用開始

に伴い、従来の「東海地震に

関する情報」の発表は廃止 

（付編１の削除） 

 

・内閣府が公表している「南

海トラフ地震防災対策推進計

画作成例」及び近隣自治体の

計画を参考に作成 



新 旧 対 照 表（１８／５３） 

 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規作成） 

（つづき） 

想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべりが観測されたと評価した場

合、後発地震の発生の可能性が平時と比べて相対的に高まっている旨を示す「南海トラフ地

震臨時情報（巨大地震注意）」を発表 

ウ 「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」及び「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

注意）」のいずれの発表条件を満たさなかった場合、その旨を示す「南海トラフ地震臨時情

報（調査終了）」を発表 

 (2) 防災対応について 

   市、府、防災関係機関は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒・巨大地震注意）の発表 

条件を満たす地震又は後発地震に備え、以下の基本的な考え方に基づき防災対応を行うととも 

に、住民等へ周知する。 

  ア 庁内の配備体制 

    南海トラフ臨時情報が発表された場合は、警戒準備体制をとることを基準とし、時間の経

過に伴い判明する被害状況等に応じて体制を変更する。 

  イ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合 

   (ｱ) 警戒措置の期間等 

    ａ 警戒措置の期間 

      南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるＭ 8.0 以上の地震の発生か

ら１週間（対象地震発生から168時間経過した以降の正時までの期間、以下同じ。） 

    ｂ 警戒措置の期間終了後 

      １週間を経過した後は、後発地震に対する警戒措置は原則終了し、推進地域において

は更に1 週間、後発地震に対する注意措置（次項( ｲ) ｂ・ｃをいう。）をとる。 

      当該期間経過後は、後発地震に対する注意措置は原則終了する。 

   (ｲ) 警戒措置の内容 

    ａ 後発地震が発生してからの避難では津波の到達までに避難が間に合わないおそれがあ

る地域における、地域住民等の避難及び施設等の従業員・利用者等の安全確保 

    ｂ 日頃からの地震の備えの再確認（避難場所・避難経路の確認、家族等との安否確認手

段の取決め、家具等の固定、家庭等における備蓄の確認等） 

    ｃ 行政機関、企業等における情報収集・連絡体制の確認及び施設・設備等の点検 

  ウ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合 

   (ｱ) 注意措置の期間等 

    ａ 注意措置の期間 

      南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるＭ 7.0 以上Ｍ 8.0 未満又は 

プレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側 50 ｋｍ程度までの範囲でＭ 7.0 以上の 

地震（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く。）の発生から 

１週間（対象地震発生から168 時間経過した以降の正時までの期間、以 

（つづく） 

１７／５３に同じ 

本文Ｐ１７９ 

 



新 旧 対 照 表（１９／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規作成） 

（つづき） 

下同じ。）、若しくは南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異な 

     るゆっくりすべりの変化が収まってから、通常と異なる変化が観測されていた期間 

     と概ね同程度の期間が経過するまでの間 

    ｂ 注意措置の期間終了後 

      後発地震に対する注意措置は原則終了する。 

   (ｲ) 注意措置の内容 

    ａ 日頃からの地震の備えの再確認（家具等の固定、避難場所・避難経路の確認、家 

     族等との安否確認手段の取決め、家庭等における備蓄の確認 等） 

    ｂ 行政機関、企業等における情報収集・連絡体制の確認及び施設・設備等の点検 

 (3)  ｢南海トラフ地震臨時情報｣等の伝達について 

  ア 伝達情報及び系統 

   (ｱ) 南海トラフ地震臨時情報（調査中・巨大地震警戒・巨大地震注意・調査終了）発表 

    時の伝達系統 

 
   (ｲ) 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の伝達系統 

 
  イ 伝達事項 

   (ｱ) 南海トラフ地震臨時情報（調査中・巨大地震警戒・巨大地震注意・調査終了）の内容 

   (ｲ) 国からの指示、国民に対する周知及び呼びかけの内容 

(4) 市の管理施設における当面の措置の基準 

   南海トラフ地震臨時情報が発表された場合、市が管理する施設における当面の措置の基準は 

次のとおりとする。 

  ア 南海トラフ地震臨時情報の入場者等への伝達 

  イ 災害対策本部等開設に必要な資機材及び緊急車両等の確保 

  ウ 入場者等の安全確保のための退避等の措置 

  エ 備品等の転倒、落下防止措置 

  オ 出火防止措置 

  カ 消防用設備・資材の点検、準備 

（つづく） 

１７／５３に同じ 

本文Ｐ１８０ 

 



新 旧 対 照 表（２０／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規作成） 

（つづき） 

  キ 非常用発電装置、防災行政無線、テレビ、ラジオ、パソコン、携帯電話など情報を入手す 

るための機器の準備 

  ク 各施設の緊急点検 

  ケ 指定避難所となる施設における必要な資機材の搬入、準備 

６ 関係者との連携協力の確保に関する事項 

 (1) 資機材、人員等の配備手配 

  ア 市は、平素から資機材・物資の備蓄に努めるほか、地震発生後は自らの緊急調達や府への 

要請により所要の資機材・物資を確保する。このため、あらかじめ関係事業者等と物資・資 

機材の調達・提供及び輸送に係る協定を整備する。 

  イ 人員等 

    市は、職員に対し災害発生時における配置及び任務について、毎年度当初に「災害対策用 

組織編制名簿」により明示し、災害対策本部の初動の円滑化を図る。 

    また、被害状況から予想される所要に応じて、府、近隣市町及び災害応援協定自治体に対 

して応援要請を行う。細部は、「第3 編 自然災害応急対策」「第6 節 広域応援等の要 

請・受入れ」による。 

 (2) 物資の備蓄・調達 

   「第２編 災害予防計画」「第２章 防災体制の整備」「第８節 緊急物資確保体制の整備」 

  に定めるところによる。 

 (3) 帰宅困難者への対応 

   「第２編 災害予防対策」「第2 章 防災体制の整備」「第12 節 帰宅困難者支援体制の 

  整備」に定めるところによる。 

 

７ 防災訓練に関する事項 

 (1) 庁内訓練 

   市は、職員に対する初動対応要領の周知を目的として、大規模地震を想定した防災訓練を実 

施する。 

   この際、対象者、訓練時間、場所及び目的等に応じて、資料配布、講義、討議、ビデオ視 

聴、図上訓練、実動訓練等、目的を効果的に達成できる要領により行う。 

 (2) 部外との連携訓練 

   市は、府、関係機関、自主防災組織等と連携して、以下の訓練を行う。 

  ア 避難所等開設・運営訓練 

  イ 災害時要配慮者、帰宅困難者等に対する避難誘導訓練 

  ウ 南海トラフ地震臨時情報等の情報収集・伝達訓練 

  エ 災害の発生の状況、避難情報等の収集・伝達訓練 

  オ 救出・救護資材、避難所資材等の取扱訓練 

 

（つづく） 

１７／５３に同じ 

本文Ｐ１８１ 

 



新 旧 対 照 表（２１／５３） 

 

 

 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規作成） 

（つづき） 

 

８ 地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

  市は、防災関係機関、自主防災組織、事業者等と協力して、地震防災上必要な教育及び広報を 

推進する。 

 (1) 一般市民に対する教育 

   市は、関係機関と協力して、以下のような内容について市民等に対する教育、啓発を実施す 

る。 

  ア 南海トラフ地震臨時情報の内容及びこれに基づき取られる措置の内容 

  イ 南海トラフ地震に伴い発生すると予測される地震動及び津波に関する知識 

  ウ 地震・津波に関する一般的な知識 

  エ 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び地震が発生した場合における防災上とるべき 

行動に関する知識 

  オ 正確な情報入手の方法 

  カ 関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

  キ 各地域における危険個所、土砂災害警戒区域等に関する知識 

  ク 各地域における避難場所及び避難経路に関する知識 

  ケ 避難生活に関する知識 

  コ 生活必需品の備蓄、家具の固定、出火防止等の日常の備え及び応急処置の要領 

  サ 住宅・建築物等の耐震診断と必要な耐震改修の内容 

(2) 児童、生徒等に対する教育 

   市は、関係機関と協力して、以下のような内容について教育を行う。 

  ア 過去の地震災害の実態 

  イ 津波の発生条件、高潮・高波との違い 

  ウ 地震・津波が発生した場合の対処の仕方 

  エ ハザードマップ等を活用した地域の理解 

  オ 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

 

９ 相談窓口の設置 

  市は、具体的に居住者等が地震対策を講ずる上で必要とする知識等を提供するための体制の整 

備についても留意する。（相談窓口：総合政策部危機管理課） 

 

 

１７／５３に同じ 

本文Ｐ１８２ 

 



新 旧 対 照 表（２２／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

２ 対象施設の範囲 

 

 

２ 対象施設の範囲 

 

 

⑦関係資料Ｐ１７ 

誤植の修正 

 

 

 

 

 

２ 対象施設の範囲 

 

 
 

２ 対象施設の範囲 

 

 

⑤関係資料Ｐ１７ 

 

該当条件の再精査に伴う削除 

 

事業者名の変更 



新 旧 対 照 表（２３／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

２ 対象施設の範囲 

 表３－３ 被害想定区域内に在る要配慮者利用施設 

 （浸水区域内） 

 

 

２ 対象施設の範囲 

 表３－３ 被害想定区域内に在る要配慮者利用施設 

 （浸水区域内） 

 

 

⑤関係資料Ｐ１９ 

 

事業所の移転に伴う削除 

（移転先は非該当） 

 

事業者名の変更 



新 旧 対 照 表（２４／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

２ 対象施設の範囲 

 

２ 対象施設の範囲 

 

⑥関係資料Ｐ２０ 

 

市の施策の反映 



新 旧 対 照 表（２５／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

２ 対象施設の範囲 

【表３－５ 浸水区域内の公共施設等】 

 

 

２ 対象施設の範囲 

【表３－５ 浸水区域内の公共施設等】 

 

⑥関係資料Ｐ２１ 

 

市の施策の反映 



新 旧 対 照 表（２６／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

４－２ ため池 

 

４－２ ため池 

 

⑤関係資料Ｐ２５ 

 

経年変化に伴う更新 



新 旧 対 照 表（２７／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

【図４－１ 河川、ため池分布図】 

      

【図４－１ 河川、ため池分布図】 

   

⑤関係資料Ｐ２６ 

経年変化に伴う修正 



新 旧 対 照 表（２８／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

 

（つづく） 

 

（つづく） 

⑤、⑦関係資料Ｐ３３ 

 

組織改編に伴う更新 

 

経年変化に伴う修正 



新 旧 対 照 表（２９／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

５ 伝達・連絡等の系統 

 
 

５ 伝達・連絡等の系統 

 

 

⑤、⑦関係資料Ｐ３４ 

 

組織改編に伴う更新 

 

経年変化に伴う修正 



新 旧 対 照 表（３０／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

６ 災害対策本部の組織 

６－１ 組 織 

【図６－１ 災害対策本部の組織（初動期）】        令和７年４月１日現在 

 

 

 

６ 災害対策本部の組織 

６－１ 組 織  

【図６－１ 災害対策本部の組織（初動期）】     令和８年４月１日現在 

 

 

⑦関係資料Ｐ４４ 

 

組織改編に伴う更新 



新 旧 対 照 表（３１／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

 ６－２ 配備体制別出動人員 

 【表６－１ 配備体制別出動人員】          令和７年４月１日現在 

 

 

 ６－２ 配備体制別出動人員 

 【表６－１ 配備体制別出動人員】          令和８年４月１日現在 

 

 

 

⑦関係資料Ｐ４５ 

 

組織改編・人事異動に伴う 

更新 

 

○　配備体制別出動人員

部 班
１号
配備

２号
配備

部 班
１号
配備

２号
配備

総 括 班 6 6 庶 務 班 4 8

連 絡 調 整 班 7 13 災 害 広 報 班 4 8

小 計 13 19 情 報 班 6 11

情 報 収 集 班 8 16 災 害 警 備 班 51 102

広 報 班 3 5 消 防 団 5 190

広 聴 班 2 4 小 計 70 319

応 急 対 策 班 6 12 議 会 班 4 7

小 計 19 37 小 計 4 7

総 務 班 5 10 庶 務 班 8 16

人 事 班 4 8 給 水 班 3 5

秘 書 班 3 6 工 務 班 12 24

物 資 等 受 入 班 5 9 下 水 処 理 場 班 4 8

物 資 等 調 達 班 3 6 浄 水 班 10 19

調 査 班 9 18 小 計 37 72

小 計 20 57 庶 務 班 9 17

庶 務 班 2 4 医 事 班 6 12

商 業 班 3 6 小 計 15 29

遺 体 処 置 班 5 9 庶 務 班 7 14

指定緊急避 難場 所班 4 8 避 難 所 施 設 班 3 6

女 性 ・ 外 国 人 班 4 8 炊 き 出 し 班 3 5

小 計 18 35 小 計 13 25

庶 務 班 5 9 庶 務 班 4 8

物 資 等 受 入 班 2 3 児 童 ・ 学 校 班 5 9

活 動 班 19 38 文 化 財 対 策 班 3 6

小 計 26 50 学 校 等 施 設 班 12 23

健 康 対 策 班 16 32 指定緊急避 難場 所班 2 4

活 動 班 4 8 小 計 26 50

保 育 所 班 6 11 池 田 小 学 校 2 7

小 計 26 51 旧 細 河 小 学 校 2 6

庶 務 班 5 10 秦 野 小 学 校 2 6

環 境 班 5 10 北 豊 島 小 学 校 2 6

対 策 班 16 31 呉 服 小 学 校 2 6

廃 棄 物 処 理 班 6 12 石 橋 小 学 校 2 6

小 計 32 63 五 月 丘 小 学 校 2 6

庶 務 班 6 11 石 橋 南 小 学 校 2 6

道 路 班 5 10 緑 丘 小 学 校 2 6

公 園 班 4 7 神 田 小 学 校 2 7

農 地 班 2 3 ほ そ ご う 学 園 2 6

住 宅 対 策 班 5 10 旧 伏 尾 台 小 学 校 2 6

小 計 22 41 小 計 24 74

要 員 60 119

小 計 60 119

425 1,048

避
難
所
支
部

対

策

本

部

事

務

局

総
合
政
策
部

総
務
部

市
民
活
動
部

福
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部

子
ど
も
・

健
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部

本部付

合計

ま
ち
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く
り

環
境
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都
市
整
備
部

消
防
本
部

議会
事務局

上
下
水
道
部

病
院

事
務
局

管
理
部

教
育
部



新 旧 対 照 表（３２／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－２ 消防職員 

 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－２ 消防職員 

 

⑤関係資料Ｐ４６ 

 

Ｒ８消防年報との整合 

７ 消火・救急・救助の現況 

 ７－３ 消防力の現況 

 

７ 消火・救急・救助の現況 

 ７－３ 消防力の現況 

 

⑤関係資料Ｐ４７ 

 

Ｒ８消防年報との整合 

 



新 旧 対 照 表（３３／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－３ 消防力の現況 

 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－３ 消防力の現況 

 
 

⑤関係資料Ｐ４８ 

 

Ｒ８消防年報との整合 



新 旧 対 照 表（３４／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－３ 消防力の現況 

 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－３ 消防力の現況 

 

 

⑤関係資料Ｐ４９ 

 

Ｒ８消防年報との整合 



新 旧 対 照 表（３５／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－３ 消防力の現況 

 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－３ 消防力の現況 

 
 

⑤関係資料Ｐ５０ 

 

Ｒ８消防年報との整合 



新 旧 対 照 表（３６／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－６ 自主防災組織 

 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－６ 自主防災組織 

 

⑤関係資料Ｐ５１ 

 

自主防災組織名の更新 



新 旧 対 照 表（３７／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－７ 防火対象物 

 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－７ 防火対象物 

 

⑤関係資料Ｐ５２ 

 

Ｒ８消防年報との整合 



新 旧 対 照 表（３８／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－９ 危険物施設を保有する事業所 

 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－９ 危険物施設を保有する事業所 

 

⑤関係資料Ｐ５６ 

 

Ｒ８消防年報との整合 

 



新 旧 対 照 表（３９／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－９ 危険物施設を保有する事業所 

 

７ 消火・救急・救助の現況 

７－９ 危険物施設を保有する事業所 

 

⑤関係資料Ｐ５７ 

 

Ｒ８消防年報との整合 

 



新 旧 対 照 表（４０／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

７－１０ 防火地域・準防火地域 

 

７－１０ 防火地域・準防火地域 

 

⑤関係資料Ｐ５８ 

 

経年変化に伴う内容の更新 



新 旧 対 照 表（４１／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

９ 指定避難所、指定緊急避難場所等の現況 

９－２ 一時避難地 

 

９ 指定避難所、指定緊急避難場所等の現況 

９－２ 一時避難地 

 

⑦関係資料Ｐ６５ 

 

ハザードマップ記載事項との 

整合 

 



新 旧 対 照 表（４２／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

９ 指定避難所、指定緊急避難場所等の現況 

９－２ 一時避難地 

 

９ 指定避難所、指定緊急避難場所等の現況 

９－２ 一時避難地 

   

⑦関係資料Ｐ６６ 

 

ハザードマップ記載事項との

整合 

 



新 旧 対 照 表（４３／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

９－５ 指定緊急避難所 

 

（つづく） 

９－５ 指定緊急避難場所 

 

（つづく） 

⑥関係資料Ｐ６８ 

 

市の施策の反映 



新 旧 対 照 表（４４／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

（つづき） 

 

 

（つづき） 

 

 

⑤、⑥ 

関係資料Ｐ６９ 

 

条件の再精査に伴う修正等 

（古江町自治会館：再精査に

伴う不適合、くれは音楽堂：

改修完了に伴う修正） 

 

市の施策の反映 



新 旧 対 照 表（４５／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

１３ 防災気象情報等 

１３－１ 防災気象情報 

 

１３ 防災気象情報等 

１３－１ 防災気象情報 

 

⑥関係資料Ｐ８０ 

 

防災気象情報の改正（Ｒ８．

５．２８）に伴う記載内容の

更新 

 



新 旧 対 照 表（４６／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

１３ 防災気象情報等 

１３－１ 防災気象情報 

 

１３ 防災気象情報等 

１３－１ 防災気象情報 

 

⑥関係資料Ｐ８１ 

 

防災気象情報の改正（Ｒ８．

５．２８）に伴う記載内容の

更新 

 



新 旧 対 照 表（４７／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

１３ 防災気象情報等 

１３－１ 防災気象情報 

 

１３ 防災気象情報等 

１３－１ 防災気象情報 

 

⑥関係資料Ｐ８２ 

 

防災気象情報の改正（Ｒ８．

５．２８）に伴う記載内容の

更新 

 



新 旧 対 照 表（４８／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

１６ 応援協定等一覧 

【表１６ 応援協定等一覧】 

 （３） 防災一般 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規追加） 

１６ 応援協定等一覧 

【表１６ 応援協定等一覧】 

 （３） 防災一般 

 

 

⑤関係資料Ｐ９４ 

 

応援協定の更新 



新 旧 対 照 表（４９／５３） 

  

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

１８ 「災害救助法による救助の程度、方法及び期間」早見表 

 

（つづく） 

１８ 「災害救助法による救助の程度、方法及び期間」早見表 

 

（つづく） 

⑤関係資料Ｐ１０８ 

 

経年変化に伴う内容の更新 



新 旧 対 照 表（５０／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

（つづき） 

 
（つづく） 

（つづき） 

 

（つづく） 

４９／５３に同じ 

関係資料Ｐ１０９ 

 

 



新 旧 対 照 表（５１／５３） 

  

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

（つづき） 

 
（つづく） 

（つづき） 

 

（つづく） 

４９／５３に同じ 

関係資料Ｐ１１０ 

 



新 旧 対 照 表（５２／５３） 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

（つづき） 

 
 

（つづき） 

 

 

４９／５３に同じ 

関係資料Ｐ１１１ 

 



新 旧 対 照 表（５３／５３） 

 

 

現 行 計 画 修  正  案 備  考 

２０ 池田市防災会議委員構成員 

 

 

２０ 池田市防災会議構成員 

 

 

 

⑦関係資料Ｐ１１４ 

 

組織改編に伴う修正 

 


